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註

1 比較教育学における比較研究の方法論をレビューしつつ論じた見原（2018）が示してい

る解釈型研究と原因究明型研究は，記述的推論と因果的推論と同様の分類を示している

と考えてよいと思われる。

2 本研究ではイギリスのイングランドを対象に調査を行ったため，本報告書において「イ

ギリス」はイングランドを指す。

3 文部科学省ウェブサイト

（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2015/02/05/13
49283_07_2.pdf 最終アクセス日：2019.1.7）を参照。 

4 文部科学省ウェブサイト

（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2015/02/04/134 
9283_04.pdf 最終アクセス日：2019.1.7）を参照。 

5 調査対象国のうち，アメリカとドイツは連邦制である。いずれも連邦レベルの憲法や

基本法において連邦政府の権限を限定的に列挙しているが，初等中等教育はそこに挙げ

られておらず，州の専管事項とされている。本研究は初等中等教育に関する制度を対象

としていることから，本来であればアメリカとドイツの州を単一主権性の国家の国に相

当するものとして同列に扱うべきと考えられるが，ドイツでは教員の雇用者が州である

ため，他の国との比較を行う便宜上，ここでは地方自治体相当の組織として扱った。

6 この点については，官僚制を対象に国際比較可能なデータを用い，定量的研究により

因果的推論を行った曽我（2016）が参考になる。
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（
国

）
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

策
定

教
え

る
べ

き
教

科
等

や
授

業
時

数
の

標
準

を
規

定
。

学
習

指
導

要
領

を
策

定

教
育

課
程

編
成

【
自

治
体

の
役

割
】

州
の

定
め

る
基

準
に

基
づ

き
，

当
該

学
区

の
教

育
課

程
を

編
成

な
し

な
し

地
方

教
育

課
程

基
準

を
策

定
全

国
基

準
に

基
づ

き
，

当
該

自
治

体
の

基
準

を
制

定
な

し
所

管
に

属
す

る
学

校
の

教
育

課
程

に
関

す
る

こ
と

を
管

理
，

執
行

す
る

教
育

課
程

編
成

【
学

校
の

権
限

】

学
区

の
編

成
し

た
教

育
課

程
を

実
施

。
各

学
校

独
自

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
等

も
追

加
可

能
。

全
国

共
通

教
育

課
程

に
基

づ
き

，
校

長
が

教
育

課
程

を
編

成
し

，
学

校
理

事
会

が
決

定
す

る

学
習

指
導

要
領

に
基

づ
き

，
学

校
会

議
が

教
育

課
程

を
編

成

全
国

教
育

課
程

基
準

及
び

当
該

自
治

体
の

地
方

教
育

課
程

基
準

に
基

づ
き

，
学

校
が

教
育

課
程

を
編

成

全
国

基
準

及
び

当
該

自
治

体
の

規
準

に
基

づ
き

，
教

育
課

程
を

編
成

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

基
づ

き
教

育
課

程
を

編
成

す
る

責
任

は
，

学
校

理
事

会
に

あ
る

学
習

指
導

要
領

等
に

基
づ

き
，

教
育

課
程

を
編

成

教
科

書
や

教
材

大
き

く
は

以
下

の
2
通

り
と

言
わ

れ
て

い
る

。
①

州
が

採
択

リ
ス

ト
を

作
成

，
各

学
区

・
各

学
校

が
選

定
。

②
各

学
区

・
各

学
校

が
自

由
に

採
択

・
選

定
。

教
員

が
選

定
し

，
学

校
理

事
会

が
決

定
す

る
。

州
が

認
可

し
た

リ
ス

ト
の

中
か

ら
，

教
員

会
議

の
案

を
基

に
，

学
校

会
議

が
決

定
す

る
。

教
科

書
や

教
材

の
使

用
義

務
も

，
教

科
書

検
定

制
度

も
な

い
た

め
，

誰
が

選
定

す
る

か
と

い
う

規
定

も
な

い
。

こ
の

た
め
，

基
礎

自
治

体
の

裁
量

に
委

ね
ら

れ
，

基
礎

自
治

体
が

選
定

す
る

場
合

も
学

校
が

選
定

す
る

場
合

も
あ

る
。

学
校

段
階

や
教

科
に

よ
っ

て
異

な
る

。
国

定
教

科
書

が
あ

る
場

合
（
小

学
校

の
ほ

と
ん

ど
の

教
科

）
は

，
国

定
教

科
書

の
使

用
義

務
が

あ
る

。
検

定
教

科
書

や
認

定
教

科
書

が
複

数
あ

る
場

合
（
中

学
校

や
高

校
段

階
で

は
こ

の
ケ

ー
ス

が
多

い
）
は

，
学

校
で

使
用

す
る

教
科

書
は

学
校

運
営

委
員

会
の

案
を

基
に

校
長

が
決

定
す

る
。

校
長

や
教

員
が

教
材

を
選

定
・
作

成
し

，
学

校
理

事
会

が
承

認
を

す
る

。

学
校

を
設

置
す

る
市

町
村

や
都

道
府

県
の

教
育

委
員

会
が

教
科

書
を

決
定

す
る

権
限

を
持

つ
。

市
町

村
立

の
小

・
中

学
校

で
使

用
さ

れ
る

教
科

書
に

つ
い

て
は

，
都

道
府

県
教

育
委

員
会

が
採

択
地

区
（
そ

の
域

内
で

一
種

類
の

教
科

書
を

使
用

す
る

こ
と

が
適

当
と

考
え

ら
れ

る
地

域
）
を

設
定

す
る

。
2

以
上

の
市

町
村

を
含

む
共

同
採

択
地

区
で

は
採

択
地

区
協

議
会

を
設

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

教
材

の
使

用
は

，
教

育
委

員
会

の
規

則
で

事
前

の
承

認
又

は
届

出
が

必
要

と
さ

れ
て

い
る

が
，

学
校

や
教

員
の

判
断

で
使

用
す

る
こ

と
も

可
能

と
解

さ
れ

て
い

る
。

【
注

】
公

立
（
公

営
）
の

義
務

教
育

段
階

の
学

校
を

中
心

に
整

理
し

た
。

表
　

教
育

人
事

，
教

育
課

程
編

成
，

教
科

書
や

教
材

の
決

定
主

体
と

方
法
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district

board of education

school governing body
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power

10

 2013: p.23  
Department of Education

1979 Interior Department 1868 1939
Federal Security Agency 1939 1953

Department of Health, Education and Welfare 1953 1979
Office of Education  1993: p.82  

school district
district

1970

1980 1983
Nation at risk
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1965
ESEA: Elementary and Secondary Education Act

2002
NCLB: No Child Left Behind Act

1

2015 ESSA: Every Student 
Succeeds Act NCLB

2016: pp.35-36

2016: p.13

19

1919-20 0.3 16.5 83.2 2006-07
8.5 47.4 44.1

2016 p.18
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 2  

 

 

 

 

 

 

 

 2010   

2012 p.101 
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State Government Local Government

counties township cities
villages

districts
school districts

2006: p.66
boroughs

municipalities incorporated

2004: pp.149-150

2004: pp.215-216

2016 pp.12-13

28



Dillon, J.F. 1868

3

gated community
2018

1992
50

1992:.p.83  

1992: p.83, p.70  

1980

2000 NCLB
High-Stakes Testing

Tough Testing
2009: pp.37-45 2011: pp.38-44

2014:  

29



4

2016 p.14

Mayor-Council
Strong-Mayor Form Weak-

Mayor Form

Council-Manager City Manager

CommissionCouncil­ManagerMayor­Council

30



Commission

state right

state board of education
NASBE 2018

ECS: Education Commission of the States

2016: pp.97-99 2013: p.31
30 2018 12 Railey 2017  

32

31



MODEL

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18 8 3
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28 4 3
29
30
31
32
33
34
35 11 8
36
37 ( )
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47 5 , 7
48
49
50

10 12 10 6
Railey (2017) p.5, pp.7-8

Railey (2017) pp.3-4
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2013: p.38  

2013

Briffault 2005: pp.39-40  

2016�:�pp.95-96

General purpose governments
Special purpose governments

33



municipalities

quasi corporation

school bond

2012  
2012 

General purpose governments Special purpose governments 

County Municipal Town or
township

Special 
districts 

90,056 3,031 19,519 16,360 38,266 12,880 

Municipal

U.S. Census Bureau (2018) 

Briffault 2005 corporate body

board of education school board
Briffault 2005: p.25  

superintendent
office

governing body
elected appointed

88% 12
73%

NSBA 2018  
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2006: p.105  1998: p.184
 

 2012: pp.93-95

 

 

 

Briffault 2005: pp.26-27  

１  

 

 

 

 

 

 

nonpartisan election
 

 

Crawford 2018: p.144
 Kahlenberg 2012  

 ２

 90 
Linking Schools and Social Services Inter-Agency Working

Full-Services Schools

 2004a  2004b Crowson 2001  
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legislature system of 
public schools establish provide for maintain

Hunter 2011)  

Constitution of the State of Illinois 10 Article X
Section 1
provide for

the primary responsibility for financing
Illinois Compiled Statutes, “Chapter 105 SCHOOLS”, 105 ILCS 5/

establishing and maintaining
33 105 ILCS 5 / 33-1

extra duties
Imber & van Geel 2010: p.227

2013: p.44  

36



2005: pp.14-15

transfer
Koski

the most experienced
teachers the most qualified teachers

voluntary transfer
administrator-initiated transfers

“surplus” or “excess” transfers Koski & Horng
2007: p.14, p.31

2017: pp.107-108

Council of Chief State School Officers: CCSSO
The Interstate School Leaders Licensure Consortium: ISLLC

2017: p.136 2010: p.79

ODE 2018
Resident Educator License Professional Educator License

Senior Professional Educator License Lead Professional Educator 
License 6 semester 
hours 18 continuing education units: CEUs 180

180 contact hours related to classroom teaching

Local Professional Development Committees

Ohio Revised Code 3319.071
52 Educational Service 

Center: ESC

37



ODE 2015  

Illinois Administrative 
Code 23 420 Section 1.420 d) teaching 
assignment distribution policy

policy manual
30 Organization of Instruction 200

202 Class Size
Student-Teacher Ratio

 1993: pp.120-122  
80

Common Core State 
Standards

National Governors 
Association Center for Best Practice Common Core State 
Standards Initiative 2015  

textbooks adoption

50 30 20
Scudella 2013: p.1

Gewertz 2015: p.1  

38



 1993: pp.125-126  

 

physical learning environments of schools, e.g., 
school facilities

10

Vincent 2016: pp.9-20

a)
b)

10

19
12 63% 57 57%

67 78
Filardo 2016: p.20  

 

2012: p.102  

2013: pp .63-64

2012: pp.140-141
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school-based financing
2016: pp.181-188

School Report Card

accreditation: 

2014

Mayor
 2006  2013

90 2005: p.140

mayoral control mayoral takeover  

 2015  
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1992 13

1995 CEO  

1997 

1998 

1999 2004 

2000 2004 10

2000 2010 

D.C. 2007 2012 

2001 

2001 

2002 2015 13

2005 

2008 2013 10  
1990 

1990 

2008 

1990 

1990

Wong & Shen (2013) pp.7-8 
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2013: p.38  

42



 
 

提供  

 
の記号を付記
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2017
pp.134-137

1992 pp.70-
91 

2015
 41 pp.109-125 

2017
pp.104-120 

2006

2004  
2014  
2013

pp.21-79 
2011

2012

2005
pp.13-39 

2012
22 pp.91-105 

2013 takeover  
39 pp.194-197 

2016
21 pp.30-41 

2016  
1993  

2016  
2010

pp.79-80
1998

2009
pp.27-51

2018
PPP

pp.1-17
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2006
 pp.65-131 

2012  
2014  

1996
pp.207-234 

2016
pp.88-112 

2015
22 pp.61-73 

2004a
inter-agency work

14 pp.83-91
2004b

11 pp.122-125 
2005

12
pp.138-142 
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Press, pp.24-55 

Common Core State Standards Initiative (2015) Frequently Asked Questions: Common 
Core State Standards Initiative, ERIC Number: ED556106 
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Imber, M. & van Geel, T. (2010). A teacher's guide to education law (4th edition), 
Routledge 
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Koski, W., & Horng, E.L. (2007). Curbing or Facilitating Inequality? Law, Collective 
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Facts, Stanford University Center for Education Policy Analysis (CEPA). 
NSBA (2018) Today’s School Boards and Their Priorities for Tomorrow: 2018 Survey 

conducted by the National School Boards Association in partnership with K12 
Insight, NSBA (National School Boards Association) 

NASBE (2018) State Education Governance Matrix, NASBE (National Association of 
State Boards of Education) 

ODE 2015 Ohio Standards for Professional Development, ODE (Ohio Department of 
Education) 

ODE 2018 Four-Tiered Teacher Licensure Structure, ODE (Ohio Department of 
Education) 

Railey, H. (2017) State Education Governance Structures: 2017 update: 50-State 
Review, Education Commission of the States 

Scudella, V. (2013) State Textbook Adoption, Education Commission of the States. 
U.S. Census Bureau (2018) Local Governments by Type and State: 2012 United States 

States 2012 Census of Governments https://factfinder.census.gov/bkmk/table/1.0/
en/COG/2012/ORG02.US01 2018/12/10

Vincent, J.M. (2016) Building Accountability: A Review of State Standards and 
Requirements for K-12 Public School Facility Planning and Design, Center for Cities 
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Wong, K. K. & Shen, F. X. (2013) Mayoral Governance and Student Achievement: How 
Mayor-Led Districts Are Improving School and Student Performance, Center for 
American Progress 

1 2012  
2 2016 p.23 pp.283-285  
3 2015 pp.67-69 2004 pp.34-38 2014

4 2016 pp.14-18 2004 4
2016 pp.100-103  
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Department for Education

conduct, regulate  
2003 Green Paper Every Child Matters ECM

DFES 10

2007 DCSF
DIUS 2010

 2013  
Executive Agency

Standards and Testing Agency

Education and Skills Funding Agency 16
19

National College for Teaching and Leadership, NCTL

Chief executive
UFJ

2011 pp.21-22
Non-ministerial Department

 
Ofsted the Office for Standards in Education, Children s Services and

Skills
independent impartial

Ofqual Office of Qualifications and Examinations Regulation
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GCSEs A levels

independent

Department

UFJ
2011 p26

2010
Academy

Schools Commissioners Group
National School Commissioner  

Regional School Commissioners, RSCs

32
1 36 27

56 4 152

maintained�school independent�school

school�governing�body
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1944 The Education Act 1944
1970 local management of schools, LMS

1986 The Education Act 
1986 (Second) 1988 The Education Reform Act 1988

2013 p.101 DfE, Schools, Pupils and their characteristic, 2018s

DfE, School Governance (Constitution)(England) Regulation 2012
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2012 School Governance Constitution  England  Regulations 2012

2013 1988
2005
2006 2010

2015  

Dedicated School Grant : DSG
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fair 
funding

monitoring 7

2013

”The DfE empire –how ministers took control of the schools system” 

TES 2016 9 9  

2010

100  

Department for Communities and Local Government, Local Government Financial Statistics 
England 2010 2014 2018 Table3.2a  
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Wilson & Game 2011
Chandler 2009 2000

Local Government Act 2000

2013 2018
b

c

((a) CCommittee   
2000 2000
85,000

2011 Localism Act 2011

430 60 70  
Chief Executive Officer

LLeader and Cabinet

Cabinet

430 350  
Chief Executive Officer

((c) MMayor and Cabinet   
(b)

Cabinet

16  
Chief Executive Officer
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2010 65.5
61 2008 60 2008

Wilson & Game 2011 p252  
 

 

Wilson & Game 2011 p252  

 
2000

 
1960

independent Kingdom 
1991 2010

60
 

2010  

 
60  

20 59  

20  

80 60  

60 75  

75  

Wilson & Game 2011 p310  
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2000

Chandler 2009  

2013  

�

Leader and Cabinet

Mayor and Cabinet

Committee

1

2004
Lead Member of Children s Services : LMCS

Director of Children’s 
Services : DCS

Chief of 
Executive  

2012 Health and Social Care Act 2012
Health and Wellbeing Board
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Healthwatch10

Clinical Commissioning Group11

the 
detailed day-to-day operational management  the day-to-day detail of delivery

Director
12

13

Director

14

Association of Director of Children’s Services, ADCS 15
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The Staff College 16

National Leadership Qualities Framework for Directors of Childen's Services, 2010

17

NCTL, National Leadership Qualities Framework for Directors of Children's Services, 2010, 

p.13
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17  
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 �
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effective governor  
① ②  

③ ④ ⑤ ⑥ 16

DfE, A Competency Framework for Governance, January 2017, p.6  

16
4a
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DfE, A Competency Framework for Governance, January 2017, p.22  

Nolan principles 18

National Governors Association, NGA
Code of Conduct for the Governing Body

19

20  

21  

22

23  

2000

59



2017

“Parents, government and teachers expect schools to show neutrality in how 
they educate young people” TES 2017 8 25 The myth of the 
neutral school  

“Teaching and politics have an uneasy relationship. The ways that educators 
work –from the curricula they follow to the budgets they are set- are heavily 
influenced by the decisions of politicians, yet expressing our views about 
politics in the classroom remains controversial. One difficulty  is 
maintaining an objective view of the conflicting political perspectives we 
teach in class.” The Guardian  2017 1 11 From Brexit to Trump: 
should teachers talk politics in the classroom?  

24

2009 2016

2000 1980

1980

60



1996
13

2006

1998 25

30  

school teachers pay and condition

performance 
management  

continuing professional development, 
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CPD 5  

1993 Education (Teachers) Regulation 
1993

 
2009 School Staffing 

(England) Regulation 2009  

National curriculum  
11 16

25 1988
26

National 
Curriculum Assessment, NCA 27  
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1996 542

2012 School Premises 
(England) Regulation 2012 29

Workplace (Health, Safety and Welfare 
Regulations 1992  

 
 

 

 

funding formula

 

 
1988

 

2011 Pupil 
Premium   
 
10  
  

1988

 
 

 
 
11  
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Her Majesty’s Inspector, HMI  
outstanding
good

requires improvement inadequate

1988
2010

Public Funded Independent School

2002

30

2010
31

2010 2011 2011

32

64



DfE, The Academy Act 2010 2013

DfE (2016)

2018 1 7469 34.5 33

71.9 2473 27.3

公立学校 Academy 

設置者 地方当局 学校設立委員会（トラスト） 
＊既存学校の地位変更 

維持管理 地方当局から学校規模等により配分 
授業料無償 
土地管理は地方当局 
管理運営は学校理事会 

当該地域の公立学校と同等の補助金を国から直接
配分 
授業料無償 
土地管理はトラスト 
管理運営はトラスト 

雇用者 地方当局（任命者） 学校（トラスト） 

勤務条件・給与 政府の定める「学校教員給与及び雇用条件」に
従う 
正規教員資格の取得が義務 
校長は正規校長資格の取得が義務 

政府の定める「学校教員給与及び雇用条件」に従
う義務無し 
正規教員資格の取得が義務なし（しかし多くのの
学校が正規教員資格の教員を採用） 
アカデミーへの地位変更に際しては現行の勤務条
件を維持すること （TUPEの規定により）

教育課程 全国共通教育課程に準拠 全国共通教育課程の準拠義務はなし 

入学方針 国が定める「入学実践要綱」を遵守 
原則、非選抜 
透明性の高い入学手続き 
地方当局の調整に従う 

国が定める「入学実践要綱」を遵守 
原則、非選抜 
公立学校と同様の当該地域の入学手続きに従う 

停学退学措置 懲戒措置としての停学、退学は国の定める手続
きに従う 

公立学校と同様の手続き 

学校監査 教育水準局の監査を受ける、結果は公表 
結果などは学校別に情報を公開 

公立学校と同様に教育水準局の監査を受け、結果
は公表する 
試験成績などは学校別に情報公開される 

地方当局との関係 管理・規制を受ける 地方当局のコントロールなし 
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4592  

2014

 

 

 
 

 

https://www.gov.uk/government/organisations/schools-commissioners-group/about 

2019 2 20 DfE (2016)  
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第４章 フィンランドにおける地方教育行政の組織と機能 

１節 初等中等教育行政に関わる教育行政の概要 

１．教育行政に関わる主体 

国レベルの主体としては，教育文化省（Opetus- ja kultuuri ministeriö）と国家教育庁

（Opetushallitus）がある。初等中等教育については，教育文化省が政策機関として予算編

成と政策立案を担い，国家教育庁が執行機関として実施を担う。かつて，国家教育庁の前身

組織の一つである国家学校教育委員会（Kouluhallitus）は，初等中等教育の提供において，

強大な権限を有していたが，1990 年代の行政改革により国家教育委員会（Opetushallitus）

へと組織が再編されて以降，その役割は，専門機関・諮問機関としてのものにシフトしてい

る。組織改編以前，学校教育委員会が担っていた教育の提供に関わる権限の多くは，地方（基

礎自治体）へと委譲されている。なお，国家教育委員会は，留学交流等教育交流全般を担う

国際移動・協力センター（Kansainvälisen liikkuvuuden ja yhteistyön keskus：CIMO）

と統合されたことを受け，2017 年１月より，その英語名称を National Board of Education

から National Agency for Education へと改めている。原語表記は Opetushallitus のまま

変更されていないが，この語が二つの英語名称の持つニュアンスを含みうる語であること

を踏まえ，本稿では，日本語訳として「国家教育庁」という名称を用いる。

その他の国レベルの教育関連機関として，評価を担う国立教育評価センター（Karvi：

Kansallinen Koulutuksen Arviointikeskus）がある。国立教育評価センターは，2013 年，

高等教育評価機構（Korkeakoulujen arviointineuvosto），教育評価機構（Koulutuksen 

arviointineuvosto），及び国家教育委員会（Opetushallitus）の評価部門という，評価機能

を持つ中央レベルの機関・部門が，統合して誕生した評価機関であり，教育全般に関わる評

価関連業務を所掌している。初等中等教育については，学習成果（全国学力調査），システ

ム，特定のテーマ等を対象として評価を実施しているほか，学校設置者の評価業務の支援な

ども行っているが，自らが学校評価や監査を行うことはない。

一方，教育行政を地方レベルで担うのは，基礎自治体であるクンタ（Kunta）の議会の下

に置かれた文教関係委員会（教育委員会，文教委員会等：以下，文教委員会）と，その事務

を担うクンタの教育担当部局（文教部／教育局等）である。クンタとは，狭義には，市に相

当するカウプンキ（Kaupunki）に比して小さい自治体（郡若しくは町村に相当する自治体）

の名称であるが，基礎自治体の総称としても用いられている。ここでは，後者，すなわち，

基礎自治体の総称を指す。

多くの自治体では，議会の下に，教育行政に関する最高意思決定機関として教育分野の委

員会を，その事務を担う組織として，自治体に教育担当部局を置くなど，中央と同様の二元

的な体制を敷いている。教育分野の委員会，自治体の教育担当部局ともに，法等によって設

置が規定されているわけではないが，共に，ほぼ全ての自治体に設置されている１。議会の

下に置かれた教育分野の委員会である文教委員会の名称は，多岐にわたっており，教育委員

会（Koululautakunta），教育・幼児教育委員会（Opetus- ja varhaiskasvatuslautakunta），
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文教委員会（Sivistys- ja kulttuuri-lautakunta）等，その名称は 42種にも及ぶという（Risku, 

Kanervio & Pulkkinen, 2014）。一方，基礎自治体の教育担当部局は，文教部（Syvistystoimi）

という名称が総称的に用いられているが，実際には，Sivistystoimi（エスポー市）のほか，

Opetusvirasto（ヘルシンキ市），Kasvatus- ja opetuspalvelut（タンペレ市），Kasvatus- ja 

opetusvirasto（トゥルク市）など，多様な名称が用いられている（Kanervio & Risku, 2009）。

なお，基礎自治体の教育関係部署の職員数は，0 名～100 名までと多様であるが，職員数が

0 名の自治体は 5％，１名（責任者のみ）の自治体は 21.9％，10 名以上の自治体は 5.7％で

あるなど，小規模であるところが多い（Kanervio & Risku，2009）。 

学校レベルの主体としては，学校理事会と校長がある。その権限は，主として学校運営方

針や学校予算の計画・執行などに関するものである。学校理事会が担う役割に関する実態は

多様である。学校理事会は，主に保護者等が中心であり，保護者以外の地域の関係者らが参

加することはまれである。校長の権限は，全般的に拡大する傾向にあるが，その実態は自治

体によって異なる。

このように教育行政に関して学校が担う役割が自治体によって状況が大きく異なる背景

には，国や学校と比較して，地方（基礎自治体）の裁量が大きい，というフィンランドの特

徴がある（表１参照）。自治体は，学校設置者としての役割に加え，分権化を基調とする行

政改革以降，教育の提供について大きな権限を有している。

表１ 公立の前期中等教育に関する意思決定の位置 

年 中央政府 州政府 
県に相当する 
地域政府 

県に準ずる 
地域政府 

地方政府 学校 

フィンランド 1998 - － － － 64 36 
2003 2 － － － 71 27 
2011 － － － － 100 x(15) 

イギリス 1998 20 － － － 18 62 
2003 11 － － － 4 85 
2011 n － － － 25 75 

韓国 1998 37 31 - - 7 25 
2003 9 34 - - 8 48 
2011 27 - 26 - 6 42 

ドイツ 1998 4 28 15 n 16 37 
2003 4 30 17 n 17 32 
2011 n 31 5 10 31 23 

ニュージーランド 1998 34 － － － － 66 
2003 25 － － － － 75 
2011 m m m m m m 

デンマーク 1998 26 － － － 43 31 
2003 19 － － － 38 44 
2011 22 － － － 37 41 

ノルウェー 1998 35 － － － 55 9 
2003 34 － － － 32 32 
2011 21 － － － 62 18 

出典：経済協力開発機構（OECD）. (2004, 2008, 2012) 
注１：本表は，意思決定に果たす役割分担の程度を％で示したものである。
注２：表中の n は，0 または無視できる程度の数値であることを示したものである。 
注３：表中の m は，データが得られていないものである。 
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２．各主体間の役割分担の概要 

先に述べたとおり，中央レベルについては，全ての教育段階の予算編成・政策決定を教

育文化省が担い，高等教育以外の教育の実施を国家教育庁が担う。ただし，成人教育に分

類される分野のうち，雇用政策に関わる職業教育・訓練については，労働・経済産業省が

担うものもある。なお，かつて，社会保健省が所掌していた保育・幼児教育は，2013年よ

り教育文化省の管轄となっている。これにより，保育・幼児教育及び就学前教育の事務

は，一元化されている。

一方，地方行政レベルでは，就学前教育及び基礎教育（初等・前期中等教育）を，クン

タの教育当局が担当している。後期中等教育（ルキオ及び基礎職業資格を付与する職業学

校）については，クンタが連携し，より広域の枠組みでサービス提供を行っている。就学

前教育を除く，保育・幼児教育については，旧来型の福祉系の部署が担っているケース

と，教育当局に移管されているケースの双方が存在している。また，幼児教育と基礎教育

を文教系の部署が担い，後期中等及び成人教育を人材開発や雇用系の部署が担う形にして

いる自治体もある。

国と地方の役割分担については，国が基盤整備を担い，地方（基礎自治体）が実施を担う

形で整理がなされているが，自治体の裁量が大きいところにフィンランドの特徴がある。

３．教育に関する予算の構造 

 教育に関する予算のうち，義務教育費は，国と地方が分担して負担している。かつて，義

務教育に係る費用は，「義務教育費」として，児童・生徒一人当たりの単価（ユニット・プ

ライス）と児童・生徒数に基づき算出され，ひも付きの形で国から地方へと財政移転が行わ

れていた。しかしながら，現在は，一般財源化が図られており，医療費・福祉費などととも

に「社会基礎サービス費」として一元化して配分されている。その分担比率は，国が約１／

３，地方自治体が約２／３とされてきたが，年々国の負担率が低下し，25％を切る水準にま

でなっている（2018 年）。 

「社会基礎サービス費」の算定は，０－５歳，６歳，７－12 歳，13－15 歳，16－18 歳，

19－64 歳，65－74 歳，75－84 歳，85 歳以上という九つの年齢区分ごとに行われている。

この区分は，受ける社会基礎サービスの種類に基づくものである。義務教育費は，これらの

うち，7－12 歳，13－15 歳の年齢区分の住民に対する社会基礎サービス費に含まれる。社

会基礎サービス費は，年齢区分ごとの実質費用に基づき決定された単価と，居住者のうちの

該当年齢層人口に基づいて算出されるが，居住地（へき地・離島）や言語状況（二言語都市

であるか，など）などについて重み付けをし，地域の実態を踏まえた調整を行っている。

 一方，後期中等教育段階の予算は，社会基礎サービス費に含まれるものではない。実質費

用に基づき決定された単価と各学校の生徒数をもとに算出している。初等・前期中等教育段

階と算出形態が異なるのは，①後期中等教育段階は複数のクンタが共同で提供しているこ

とがほとんどであること，②児童生徒＝該当自治体居住者である初等・前期中等教育段階に

対し，後期中等教育段階では進学の際フィンランド全土の学校を選択可能であるため，自治

体内にある学校に通う生徒が必ずしも該当自治体の居住者でないこと，などによるもので
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ある。また，職業学校については，その分野に応じた重み付けがなされている（Laki opetus- 
ja kulttuuritoimen rahoituksesta, 1705/2009，第７条）。なお，後期中等教育費については，

国と地方の分担比率が法に規定されており，国が 41.89％，自治体が 58.11％を負担してい

る。 

 

 
図１：学校種別児童・生徒一人当たりの教育費（2015） 

 
出典：Kuntaliitto ホームページ（最終閲覧日：2018年12月8日） 

 

表２ 児童・生徒一人当たりの基礎教育費（2016 年） 

自治体 2016 年 2015 年 変化 
人口 10 万人以上の自治体 8,862 € 9,042 € -2.0 % 
人口 5－10 万人の自治体 9,044 € 9,036 € +0.1 % 
人口 2－5 万人の自治体 8,377 € 8,427 € -0.6 % 
人口 2 万人未満の自治体 9,838 € 9,531 € +3.2 % 
平均 9,000 € 8,968 € +0.4 % 

出典：Svartsjö, 2018, p. 26. 

 

表３ 生徒一人当たりの普通後期中等教育費（2016 年） 

自治体 2016 年 2015 年 変化 
人口 10 万人以上の自治体 7,101 € 7,235 € -1.8 % 
人口 5－10 万人の自治体 7,414 € 7,621 € -2.7 % 
人口 2－5 万人の自治体 7,801 € 7,753 € +0.6 % 
人口２万人未満の自治体 8,387 € 8,517 € -1.5 % 
平均 7,677 € 7,791 € -1.5 % 

出典：Svartsjö, 2018, p. 62. 

 

２節 地方自治の概要 

 

１．地方自治体は何層制か 

 

フィンランドにおいて，公共行政の仕組みは多層構造であるが（図２参照），地方自治
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体制度は，現状においては，基礎自治体レベルの一層である。

図２ 公共行政の仕組み 
出典：山田眞知子，2011 

2018 年現在，基礎自治体レベルのクンタ（kunta:市町村レベル）が唯一の自治体である。

現在，フィンランドには 311 のクンタが存在し，そのうち，市相当のカウプンキが 107 自

治体，町村相当のクンタが 204 自治体である（Kuntaliitto ウェブサイト）。なお，総数 311

という自治体の数は，550 万人という人口に比して多いが（例えば，日本の市町村の数は

2018 年現在 1724 自治体である），フィンランドでは，近年町村合併が進んでおり，クンタ

の数は，2002 年から 2018 年の 16 年間に 448 から 311 まで減少している（Kuntaliitto ウ

ェブサイト）。なお，クンタは，複数のクンタで，クンタ連合（Kuntayhtymä：市町村連合）

を組み，サービス提供を行うことがある。クンタが提供するサービスは，①社会福祉・保健

サービス，②教育・文化サービス，③社会基盤整備サービス（環境等を含む）という三つで

あり（2018 年現在），単独，又は，ほかのクンタと共同で（クンタ連合として），又は，

第３セクターや民間に委託する形でこれを実行する。

「自治体」ではないものの，公共サービスの提供の単位として，公共行政の仕組みを構成

いている行政区分が，何層かにわたって存在している。そのうち，国の出先機関としての位

置付けにあるものとして，Aluehallintovirasto（地域行政事務所，以下AVI）とElinkeino-, 

liikenne- ja ympäristökeskus（経済開発・交通・環境整備センター，以下ELY）がある。

これらは，かつて存在し，2009年に廃止された州相当の行政区分であるラーニ（lääni）に

代わるものとして，2010年に設置されたものであり，その事務を一部引き継いている。ラ

ーニは五つ（南フィンランド，西フィンランド，東フィンランド，オウル，ラッピ）とオー

ランド自治州であったが，AVIは六つ（南フィンランド，東フィンランド，ラップランド，

大統領 
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南西フィンランド，西・内陸フィンランド，北フィンランド）とオーランド自治州である。

AVIは，これまで，ラーニが担ってきた事務のうち，サービスの評価，社会福祉，保健ケア，

環境衛生及び教育に関する業務，競争，保全・救助，緊急事態対策などを担当している（山

田，2011）。一方，ELY（経済開発・交通・環境整備センター）は，全国15か所に置かれ

ており，職業訓練，建設基金，図書館，体育，青少年事業，教育機関建設，国際活動，交通

行政などのサービスを担当している（山田，2011）。 

広域の行政区分としては，ほかに，マークンタ（Maakunta：県レベル）とセウトゥクン

タ（Seutukunta：郡レベル）がある。このうち，マークンタは，近隣地域に所在するクン

タの連合体であり，共同でサービスを提供するなど，公共サービス提供の一つの単位となっ

ている。会議体も有しているが，全 19 か所のマークンタのうち，独自に選挙を行っている

のは，自治領であるオーランドのみであり２，その他については，各自治体が地方議会議員

から代表を送り出す形で運営されてきた。しかしながら，2021 年の完全実施を目指して，

現在進められている地方制度及び社会福祉・保健サービス改革により，マークンタの位置付

け，ひいてはフィンランドの地方自治制度が改められる予定である。これにより，地方自治

体もクンタとマークンタから成る二層制となる見込みである（５節において詳述）。

２．教育を担当する自治体は一つの層に集約されているか，複数層にまたがっているか 

教育を担当する自治体は，基本的には一つの層に集約されている。これを担うのは，基

礎自治体のクンタである。「教育・文化サービス」には，幼児教育，義務教育，後期中等

教育，早朝・放課後事業（学童保育），職業教育・訓練，図書館サービス，芸術・文化，

青少年，生涯学習などが含まれる。これらのうち，幼児教育及び義務教育の設置及び提供

については，クンタの所掌事務として法的にも規定されているが，後期中等教育及び職業

教育・訓練の設置・提供については，「実施することができる」とされている

（Kuntalaki, 1135/1993）。 

なお，広域の行政区分であるAVIやELYも，政府，あるいは教育文化省の出先機関とし

て，教育に関する事務を一部所掌している。それらには，基礎サービスの機会均等の評

価，教育・文化サービスに関する異議申立て・要求等の調整，教員や青少年施設等職員の

短期研修，保育・幼児教育サービス，図書館サービス，スポーツ，ユースワーク，教育機

関等の建設，国際交流活動等が含まれる（Aluehallintovirasto HP，Laki Aluehallinto-
virastoista, 896/2009）。 

３．教育を担当する自治体の執政制度 

教育を担当する自治体の執政制度としては，議院内閣制が採られている。最高意思決定

機関は議会（Valtuusto）であり，４年に一度実施される統一地方選挙により選ばれた議

員から構成される。議長（Puheenjohtaja）及び副議長（Varapuheenjohtaja）は，通

常，議員の互選で決定される。議長は，議会与党から選任されることが多い。議員の数

は，人口に応じて決まっており，定員は必ず奇数で設定することがクンタ法に定められて

いる（Kuntalaki, 第16条）。なお，議員の中から任命される参事会（Kuntahallitus）の
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構成についても，議会と同じ政党比率とすることが定められている。

表４：議員の数 

人口 議員数 

～5,000 13名 

5,001～20,000 27名 

20,001～50,000 43名 

50,001～100,000 51名 

100,101～250,000 59名 

250,001～500,000 67名 

500,000以上 79名 

出典：Kuntalaki 410/2015, 第16条 

フィンランドでは，伝統的に，シティ・マネージャー（Kaupunginjohtaja/Kuntajohtaja）

制が採られてきた。しかし，2006 年のクンタ法改正以降，自治体の判断により，市町村長

制（Pormestari）を選択することも可能になった。双方とも，直接選挙で選ばれるのではな

く，議会により任命されることにおいて違いはないが，シティ・マネージャーは公務員の一

役職としての位置付けとなるのに対し，市町村長は選任された代表者という位置付けであ

り，参事会の議長を兼ねる。シティ・マネージャー，市町村長ともに，議会が承認した方針

に従って，自治体の行財政の事務を所掌している。

市町村長制を導入している自治体はまだ限られており，タンペレ，トゥースラ，ピルッカ

ラ，ヘルシンキの４自治体のみである。2007 年にフィンランドの自治体として初めて市町

村長制を導入したタンペレの場合，市長の選任に当たって，議会が任命すること，任期は４

年であるが再任は無制限に可能であることなどが定められている。

３節 地方教育行政の組織 

１．執行機関の在り方 

地方教育行政は，合議制が採られている。地方教育行政の最高意思決定機関は，議会の

下に置かれた文教関係の委員会（Koululautakunta: 文教委員会，教育委員会等）であ

る。文教関係委員会の構成人数は，自治体によっても異なるが，通常，５－11名である

（Risku, Kanervio and Pulkkinen, 2014）。委員会の構成員は，議会の議員であるため，

「政治家」であるが，多くが兼業である。

文教関係の委員会は，教育に関わる意思決定を行うが，その事務を担当するのは，自治

体の教育担当部局である。自治体の教育担当部署には，通常，責任者が置かれる。 

２．議会との関係 

地方行政の組織は，議会（Valtuusto），参事会（Kunnanhallitus）及び，議会の下に置
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かれた分野別の委員会（Lautakunta）から構成される（図３参照）。クンタ法は，議会，

参事会，マネージャー（Kaupunginjohtaja/Kunnanjohtaja）若しくは市町村長（Pormestari），

監査委員会（Tarkastuslautakunta）を，自治体に置くべき機関として定めているが，議会

の下に置かれる委員会は，必置ではなく，自治体が任意で設置するものである。 

図３ 地方自治体の一般的な組織 

出典：Risku, M. , 2011 

教育行政を担う文教委員会は，この分野別専門委員会の一つである。基本的に，他分野の

専門委員会と同様の位置付けにあり，文教委員会が制度上，特殊な位置付けにあるというわ

けではない。議会は，各種委員会の委員を任命し，参事会が委員会の委員長を任命する。委

員会は，議会の下に置かれ，委員は議会の議員でもある。 

３．首長や一般行政との関係 

前述のとおり，フィンランドには，シティ・マネージャーと市町村長という２タイプの

首長が存在する。名称や法的位置付けは異なるものの議会が任命するという点は共通して

いる。首長は，議会から選任され，議会が承認した方針に即して，市町村行政の運営を行

う。基本的に，文教委員会など，分野別の各委員会は，議会のもとに置かれていることか

ら，首長は，議会や委員会が決定した事柄を実行する。それは，教育行政，一般行政を問

わない。ただし，2013年に，中央行政において，保育・幼児教育サービスが，社会保健省

から教育文化省へと移管されたことを受け，保育・幼児教育サービスを社会福祉系委員会

から文教委員会へと移管するなどの措置をとった自治体は多い。

なお，RiskuとKanervio（2014:p164）は，地方教育行政の事務を担当する自治体の教育

担当部局の責任者に対して，自らに対して議会から寄せられる期待について，選挙前後で変

化があるかを問うているが，「ある」と答えた責任者の割合は21.4%であったという。 
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４．他分野の行政と比較した場合の教育行政の専門性・自律性の位置付け 

 

 上記のとおり，教育と他分野の行政に関する違いは，制度的にはないものと思われる。人

事等については，自治体の教育担当部局の職員には，教員出身者等，教育関連職の経験があ

るものが多いなどの傾向はある。実際，Risku と Kanervio（2008）が自治体の教育担当部

局の責任者（日本の自治体の教育長に相当）を対象として実施した調査によると，教員経験

者が 83.8％，副校長・校長補佐経験者 18.1％，校長経験者が 57.6％に上るなど，教育現場

の経験者が多くを占めているという。また，学術的な背景においても，教育学を専攻した人

の割合が 37.5％であった。これは，教員経験者の比率からすると，少ないようにも見える

が，中等教育教員の多くが，いわゆる開放制的な教員養成（教員養成系以外の学部学科の学

生が教職課程を履修すること）により，教員としての資格を得ているためである。 

 ただし，こうした傾向は，教育分野に限るものではなく，いずれの分野においても，それ

ぞれの職に応じた資格や経験が求められるなど，一定の専門性が問われる。したがって，他

分野と比較して，教育分野の専門職人材とゼネラリスト的な人材における比率が異なると

いうことはないものと思われる。 

 

５．学校教員経験者の関与・登用の在り方 

 

前項において述べたとおり，市の教育担当部局の職員は教員経験者が多い。また，教育

担当部局の職員と教員（主に管理職）間の異動も多い。登用の在り方は，自治体により

様々である。 

教育担当部局の責任者の場合，最も一般的であるのが公募（個人が，各ポストの公募に

自発的に応じたもの）であるが（60％），自治体内部（市町村当局・学校等から）の異動

（26.7％）や志願（3.8%）などの形が採られることもあるという（Kanervio & Risku, 

2009; Risku & Kanervio, 2014: 167）。任命の主体は，議会（57.1%）が最も一般的であ

る。これに続くのが，参事会（32.9％），マネージャー・市町村長（4.8％），文教委員会

（3.3％）である。なお，選任において重視されるのは，①資格，②経験，③人格，④自治

体の戦略との一致であり，ジェンダーや年齢，政治的立場については問われない（Risku 

& Kanervio, 2014:167）。 

 

６．教育行政の政治的中立性や安定性・継続性 

 

特に，これらに配慮することを目的とする制度は設定されていない。ただし，「コンセ

ンサス・シーキング・ソサエティ」とも称され，複数の政党が連立で政権を運営すること

や，合議制により意思決定を行うことが一般的であるフィンランドの社会的文脈に留意す

る必要がある。 

 

 

 

102



４節 初等中等教育行政の国（連邦・州），地方自治体，学校の権限・責任・役割分担 

フィンランドは，教育に関わる権限を国－地方－学校が分担している。かつては，高度に

集権化された仕組みの下で教育が提供されていたが，1990 年代に脱中央集権化を基調とす

る行政改革を実行した結果，基礎自治体が広範な裁量を持つ現在の仕組みが生まれた（表１

参照）。新たな仕組みの下で，国は教育の基盤整備を行い，地方が実施に責任を持つ，とい

う役割分担がなされている。学校の裁量については，学校にどの程度の裁量を認めるか，と

いうことについても，自治体が裁量を有しているため，実態は様々である。

教育に関する役割分担を，裁量の変遷という視点からまとめたものが次の表５である。 

表５ 教育に関する裁量の変遷（1972 年～1980 年～2005 年） 
1972 1980 2005 

授業時間配分 国家学校教育委員会 内閣 内閣

カリキュラム 国家学校教育委員会 国家学校教育委員会
国家教育委員会／
教育委員会／学校

学級規模 内閣 内閣 自治体
設置 小学校 国家学校教育委員会 自治体 自治体

中学校 国家学校教育委員会 教育省 自治体
高等学校 国家学校教育委員会 教育省 自治体
職業学校 教育省 教育省 教育省

教員採用
自治体／

国家学校教育委員会

自治体／国家学校教育
委員会／国家職業教育

委員会／教育省
自治体

教員の資格要件 内閣 内閣 内閣

教科書 国家学校教育委員会
国家学校教育委員会／
国家職業教育委員会

教育委員会／学校

国家予算 国家学校教育委員会
国家学校教育委員会／
国家職業教育委員会

教育省

学校への予算配分 国家学校教育委員会
国家学校教育委員会／
国家職業教育委員会

自治体

出典：Aho，Pitkänen and Sahlberg，2006, p.42.をもとに筆者作成 

この表５からも明らかであるように，フィンランドでは，国から地方への大幅な権限移譲

が行われたとされる。しかしながら，マクギンとウォルシュ（1999）は，「分権化」におけ

る「意思決定の権限」について，①完全な自治権，②隣接するもう一つの権限レベルとの相

談の後の決定，③上位の権限（一般には最も高いレベル）により設定されたガイドライン内

における決定，という３タイプに整理した上で，フィンランドは③に当たるとして，その裁

量が，実際には限定的であることを指摘している。こうした見解を踏まえつつ， 11 の項目

における国と地方，学校の役割分担について見ていきたい。
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１．学校の設置義務 

義務教育サービスの実施主体は，基礎自治体であるクンタであり，学校設置者としての役

割を担う。実際，基礎教育法（Perusopetuslaki）第４条には，クンタが，居住する学齢期

の児童生徒に就学前教育及び基礎教育を提供する義務を負っていることが明記されている。

一方，後期中等教育段階であるルキオの設置については，クンタ若しくはクンタ連合，認可

を受けた団体（rekisterioity yhdistys: ry）・財団（säätiö）が行うことができる（Lukiolaki, 

第３条）。設置認可には，海外で行われる教育も含まれる。なお，2013 年のルキオ法の一部

改正により，認可には，後期中等教育段階における移民子弟や外国語を母国語とする人々の

ための準備教育を提供する権利も含むこととなった。

また，私立学校（yksityiskoulu）３の設置については，国の設置基準を満たした上で，開

設する自治体の認可を得る必要がある。

２．学校の教職員の雇用主体 

学校の教職員の雇用主体は，基礎自治体であるクンタである。ただし，非常勤の教職員の

任用等について，一部学校に裁量が認められている場合もある。教職員の資格要件や労働条

件については，労使間（全国自治体連合と全国教職員組合等）の国レベルでの交渉により決

定される。

３．学校の教職員の採用・異動・昇進などの人事 

学校の教職員の人事を担うのは，原則として，基礎自治体であるクンタである。ただし，

異動や昇進などは，学校統廃合時など一部の例外を除いて，制度としては行われていない。

他校への異動や，管理職への昇進などは，通常，公募に応じる形で行われる。

なお，非常勤の教職員の採用等について，一部学校に裁量が認められている場合もある。

４．学校の教職員の研修 

 教員については，国が年間３－５日の研修を課している。また，各自治体が独自に規定を

設けている場合もある。

５．学校の教職員組織に関すること 

 学校教職員組織については，基礎学校においておかなくてはならない人員，置いても良い

人員を法的に規定している。具体的には，基礎学校において，校長と十分な数の教員を置か

なくてはならないこと，また，時間制教員や学校アシスタント等その他の職員を置くことが

できること，などが規定されている。

教員の配置については，自治体が決定することが一般的である。
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６．学校の教育課程に関すること 

学校の教育課程については，国・地方自治体（クンタ）・学校が分担してその役割を担っ

ている。まず，国が，「基礎教育における国家目標と授業時数に関する政令」（Valtioneuvoston 
asetus perusopetuslaissa tarkoitetun opetuksen valtakunnallisista tavoitteista ja 
perusopetuksen tuntijaosta）を定める。ここでは，教育課程基準の全体的な方向性と，そ

の核となるコンピテンシー（教育課程を通じて育むことを目指す力）を提示する。さらに，

これに基づき，教育課程の基準となる，「全国教育課程基準（Perusopetussuunitelma 
perusteet）」を編成する。国レベルの教育課程基準の編成に当たって中心的な役割を果たす

のは国家教育庁であり，「各科目の目的と内容，教科横断的テーマ学習，生徒指導・進路指

導，同法に関係する教育活動，家庭と学校の連携，子供の福祉等」，教育課程基準に含まれ

る内容について，裁量を有している（基礎教育法第 14 条 2 項）。 

続いて，地方自治体（クンタ及びクンタ連合）は，国の教育課程基準を踏まえて，地域の

実情に合わせた地方教育課程基準を策定する。各学校は，これを踏まえて，学校カリキュラ

ムあるいは指導計画を策定する。

７．教科書や教材の取扱い 

 教科書や教材の使用義務も，教科書検定制度もない。したがって，教科書や教材を誰が選

定するかということについての規定も存在しない。そのため，教員レベル・学校レベル・自

治体レベルなど，様々な単位での選定・採択が，使用しないという選択肢も含めて可能であ

る。使用する教科書や教材の決定は，実態としては，効率性・合理化・利便性等の視点から，

自治体レベルで行われている場合が多いが，学校レベルで行っている場合もある。

８．学校の施設設備の整備 

 学校の施設設備の整備のうち，校舎の新設・改修等大規模なものについては，申請ベース

で国が補助金を交付している。そのため，国と基礎自治体が分担して経費を負担する。学校

備品等，日常的な整備については，学校が自らの予算の範囲内で実施している。

９．学校に係る経費の負担 

 学校にかかる経費は，原則として，国と地方（クンタ若しくはクンタ連合）が分担して負

担している。かつて，その割合は，国が１／３，地方が２／３であったが，義務教育費が一

般財源化され，国から地方への財政移転が教育費単独で行われなくなったため，使途や予算

規模における自治体の裁量が増している。
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10．学校における支出の決定 

 学校における支出の決定は，基本的に校長が，教職員の意見を聞きながら決定する。ただ

し，その使途の自由度は，自治体によって異なっている。自治体によっては，使途に関して，

校長と自治体の教育担当部局との間で，定期的に協議を行っているところもある。

11．学校評価 

学校評価については，基礎教育法（Perusopetuslaki）第 21 条において，「学校設置者は

自らが提供する教育とそのインパクトについて評価すること」と「第三者評価に参加するこ

と」が義務付けられている（同第２項）。ここで言う第三者評価とは，国立教育評価センタ

ーが実施する全国学習成果調査を意味する（同第３項）なお，それらの目的は，「基礎教育

法の目的の実行を保証すること，教育振興を支援すること，学習環境を改善すること」にあ

るとしている（同第１項）。

 なお，学校設置者であるクンタは，「自らが提供する教育とそのインパクトについて評価

すること」について，多様な評価手法を用いてこれを実施しているが，そのほとんどにおい

て，各学校による自己点検評価を含んでいる。

５節 地方教育行政に関わる最近の動向 

現在，フィンランドでは 2021 年１月からの移行を目指し，社会福祉・保健サービス並び

に地方行政制度の改革を進めている（Maakunta -ja SOTE- uudistus ウェブサイト）。こ

の改革は，地域間格差の是正と増大するコストの抑制を目的とするものであり，社会福祉・

保健サービスの構造・内容・財政の再編と，より広域の地方政府（マークンタ）の編制を行

うことを目指している。

マークンタは，現在，行政区分として存在しているが，改革により，地域割りの変更が行

われるほか，選挙により選ばれた独自の議会を持つ「自治体」へと衣替えする見込みである。

さらに，同時に実施される社会福祉・保健サービスの改革により，福祉サービス，保健サー

ビス等，これまで基礎自治体（クンタ）・基礎自治体連合（クンタユフテュマ）が母体とな

って提供してきた公共サービスの多くが，新マークンタへと移管される見通しである。

改革後，社会福祉・保健サービスは新マークンタの所管となるが，共に基礎自治体がサー

ビスを担ってきた，義務教育サービス等，教育・文化サービス（保育，教育，文化，及びス

ポーツ）は，引き続き基礎自治体が所掌する。

一見，地方教育行政とは無関係の改革であるようにも思われるが，実際には，影響がある。

特に大きな変化が見込まれるのは，財政制度である。新たな改革により，社会福祉・保健サ

ービスにかかる費用の国からの財政移転は，基礎自治体（クンタ）ではなく，マークンタに

対して行われるようになる。これは，すなわち，これまで「社会基礎サービス費」として一

体的に運用されてきた「教育費」「医療費」「福祉費」の政府間の財政移転の仕組みを変更

させるものでもある。財政に関しては，1990 年代以降，改革が相次き，その都度，教育の

在り方にも多大な影響を与えてきた。新たな仕組みは，フィンランドの教育にどのような変

化をもたらすのであろうか（あるいはもたらさないのであろうか）。今後の動向が注目され
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る。

（追記：本改革案は，2019年3月，反発が強まったことを受け，差し戻され，シピラ内閣は

責任を取って総辞職した。）

６節 小括 

以上，見てきたとおり，フィンランドの教育行政は，国が基盤整備を担い，基礎自治体が

実施を担うという役割分担が基本的になされているが，基礎自治体であるクンタの裁量が

極めて大きい点に特徴がある。実際，視学制度，教科書検定制度，学級編成基準，学校施設・

設備に関する基準，教育財政などにおける「国の基準」が廃止され，独自の基準を設定する・

しないといったことも含め，地方の裁量となったことは，象徴的な変化であった。また，基

礎自治体が持つ裁量は，地方教育行政に係る意思決定の仕組みにも及んでおり，これらに関

する国の規定や枠組みもない。そのことを前提としつつ，現状の地方教育行政がどのように

行われているのか，その特徴を整理したい。 

フィンランドの地方教育行政は，①教育に関する意思決定を合議制のもとで行っている

こと，②それが，通常，基礎自治体の最高意思決定機関である議会の下に置かれた文教関係

委員会においてなされること，③その事務を担当する組織として自治体に教育担当部局が

置かれていること，④委員会を構成するのは，議会の議員，すなわち政治家であり，保護者

をはじめ，地域住民が直接的に意思決定にかかわる仕組みは制度上保障されていないこと

を特徴としている。 

渡邊あや（津田塾大学） 
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【資料】初等中等教育行政の国（連邦・州），地方自治体，学校の権限・責任・役割分担 

フィンランド 国 広域自治体 基礎自治体

学校の設置義務
○基礎自治体に設置義務を課
す。

―

◎域内の学齢児童生徒を就学
させるに必要な基礎学校を設
置しなければならない
【国の決めた枠組み内】

―

学校の教職員の雇用
主体

○学校設置者が行うことを法
的に規定。

―
◎原則として，学校設置者で
ある基礎自治体が雇用主体。
【国の決めた枠組み内】

学校が教職員の雇用主体とな
る場合も。
【国の決めた枠組み内】

学校の教職員の採
用・異動・昇進など
の人事

― ―
◎原則として，学校設置者で
ある基礎自治体が所掌。
【国の決めた枠組み内】

学校が教職員の採用等人事に
関わる場合も。
【国の決めた枠組み内】
【基礎自治体の決めた枠組み
内】

学校の教職員の研修
◎年間３－５日間（学校種に
より異なる）の研修を受ける
権利を保障。

―
〇国の条件に独自の条件を付
け加えることができる。
【国の決めた枠組み内】

―

学校の教職員組織に
関すること

〇基礎学校においておかなく
てはならない人員，おいても
良い人員を法的に規定。

資格要件の免除について決定
【国の出先機関として】

◎基礎学校において，校長と
十分な数の教員をおかなくて
はならないこと，また，時間
制教員や学校アシスタント等
その他の職員をおくことがで
きる。
【国の決めた枠組み内】

―

学校の教育課程に関
すること

◎全国基礎学校教育課程基準
の編成，その前提となる教育
目標と授業時数の標準を提
示。

―

○国が決めた全国教育課程基
準に基づき，地方独自の教育
課程基準を編成。
【国の決めた枠組み内】

〇国・地方が編成した教育課
程基準に基づき，学校カリ
キュラムを編成することが可
能。
【国の決めた枠組み内】
【基礎自治体の決めた枠組み
内】

教科書や教材（副教
材やワークブック
等）の取扱い

― ―
◎教科書の使用／不使用の決
定，教科書や教材の採択
【自由裁量】

○基礎自治体の決定により，
学校が教科書の使用／不使用
の決定，教科書や教材の採択
を行う場合も。
【基礎自治体の決めた枠組み
内】

学校の施設設備の整
備

学校の新設については，申請
形式で実施し，国が一部補
助。
学校の建築基準は1993年に廃
止。

―
◎原則として，基礎自治体が
担当。

―

学校に係る経費（教
職員の人件費，その
他の経常的な経費）
の負担

○学齢児童生徒にかかる費用
（教育に限定されない）の１
／３を負担。但し，社会基礎
サービス費の一部として，ブ
ロックグラントの形で配分さ
れる。

―

◎学齢児童生徒にかかる費用
（教育に限定されない）の約
２／３を負担。但し，実際に
学校に係る経費は，自治体の
裁量により増減可能。

―

学校における支出の
決定（何に幾ら使う
かを誰が決めるか）

― ―
○学校への配分額を決定す
る。学校がどの程度裁量を持
つかは，自治体による。

◎校長が最終的に決定する。
但し，その裁量の大きさにつ
いては，自治体による。
【基礎自治体の決めた枠組み
内】
【基礎自治体と協議】

学校評価
○学校設置者が自ら提供する
教育について評価することを
国が規定。

―

◎学校設置者として，評価を
実施。但し，必ずしも学校評
価という形で行われるわけで
はない。基礎自治体が，評価
手法等についても決定する。
【国の決めた枠組み内】

自己点検評価を実施する場合
がある。
【基礎自治体の決めた枠組
み】

＊１　公立の初等中等教育段階の学校を対象として策定
＊２　実施あるいは権利の主体となっている場合は◎，ルール，枠組みや大綱を策定するなど，直接の実施・権利主体でない場合は○の記号を付記

学校
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註 

1  教育関係の委員会を設置していない自治体は 0.5％，自治体の教育担当部局を設置して

いない自治体は５％であった（Kanervio & Risku，2009）。 

2  2003 年に特区認定されたカイヌー地域において，2004 年から 2012 年の間，自治を強

化する実験が試みられたが，その後は継続されていない。

3  本稿では，「私立学校」という語を用いたが，原語（Yksityiskoulu）の直訳は「自立学

校」である。また，実際は，私立学校というより，公設民営に近いものであり，非営利

団体（yritys），協会（yhdistys），財団（säätiö）などが，国や地方の助成を受けながら

運営している。 
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註 

1 認定教科書は，既に出版されている書籍を教育監が教科書と認定したもの。本来は教

育長官が認定を行うものであるが，「教科用図書に関する規定」第 40 条に基づき，教

育監に委任されている。 

2 各教育庁のウェブサイトに掲載されている各教育監のプロフィールの内容に基づいて

いる。 

3 師範学部とは，総合大学に設置される中等教育教員養成機関で，設置主体にかかわら

ず設置が可能である。一方，教育大学は初等教育教員の養成機関であり，全て国立の単

科大学である。 

4 専門大学は，2～3 年制の短期高等教育機関で，修了者には準学士の学位を授与する。

日本の短期大学と異なり，職業教育を中心に提供する。 

5 2011（平成 23）年，給食の全面無償化を進めるソウル市教育監及びソウル市議会とソ

ウル市長が対立し，最終的に住民投票にもつれ込んだ。

6 2010（平成 22）年に京畿道で成立した，児童生徒を対象とする人権条例。同様の条例

の制定は，その後各地にも波及した。同条例の成立に関しては，出羽孝行「韓国・京畿

道児童生徒人権条例の成立過程に関する一考察」『比較教育学』第 48 号，2014（平成

26）年，24～45 ページが詳しい。

7 教師に対する暴力や授業妨害などが増加する中，一部地方で教師の人権保護のために

制定の是非が議論されている。 

8 各教育監のウェブサイトにおける経歴等から抽出。 

9 ランニング・メイト制（方式）は，首長候補が教育監候補を指名して選挙に臨む制度

を指す。 
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